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分科会のねらい

　全国の大学において多様な形で取り組まれている「地域

連携型教育」は、一般的な地域貢献にとどまらず、地域社会

の活性化と学生の主体的な学びを結びつけ、大学における

新しい学び方と地域のデザインそのものにインパクトを与え

るものである。他方で、その教育効果とは裏腹に、プログラム

の開発、きめ細やかな学生指導、外部組織とのコーディネー

トのみならず、授業時間の確保や評価、学外への移動等をめ

ぐり、学内での組織運営への働きかけと安定的な授業運営

への工夫等を要し、従来の大学教育の枠組みでは想定され

ていなかった様々な困難や課題も抱えている。

　そこで本分科会では、地域社会との連携を基礎にした「地

域連携型教育」を実践している３大学の取り組み内容を報

告いただき、それぞれの到達点およびその抱える課題につ

いて共有した上で、今後の「地域連携型教育」の展開と可能

性について検討する。

報告の概要

　各報告の主要な柱は、①各大学・学類・学部の教育実践概

要、②「地域連携型教育」を展開している科目・科目群の教育

目標、特徴、カリキュラム上の位置づけ、③各大学の地域的

特徴および地域連携型教育を推進する契機、④教育効果、

⑤授業運営上の工夫、⑥今後の課題・方向性の６点である。

午前中のプログラムにおいては、上記の①～④についてご

報告いただいた。

第１報告

「島根県石見地方からの情報発信―１２年間の実践活動で

考えたことー」 　井上厚史　島根県立大学総合政策学部教授

　井上厚史教授からは、2000年に「総合政策学部」の4年生

単科大学としてスタートした島根県立大学の概要をふまえ

て、前身の島根県立短期大学時代から取り組んでこられた

地域との交流を基盤として展開している「地域連携型教育」

について詳細な報告があった。

　島根県立大学の教育目標は、「島根を中心とした地域の

形成・発展、活性化を支援するため、本学の教育研究活動の

公開、県民の皆様との交流、各種交流事業への参加など知

的交流を進めていく」ことを謳っており、その意味で「地域連

携型教育」の確立は開学時からの使命でもあった。

　現在、展開している科目としては「現代しまね学・入門」「

現代しまね学・実践」および「総合演習」があり、「総合演習」

は２～４年次まで基本的に同一の教員が担当するため、
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「入門」「実践」との関連性をもたせながら運用することが可

能となる。なお、平成22年度大学生の就業力育成支援事業

が採択されたため、次年度以降は「フレッシュマン・フィール

ド・セミナー」という必修科目が新設され1年次で履修するこ

ととなった。

　「総合演習」の担当を始めた段階では、社会問題に疎い学

生への指導として新聞を活用し社会に目をむけさせること

から始めたのだが、学生から新聞に登場する市民と交流す

ることを望む声が出始め、その実現にむけて様々な模索を

行ってきた。

　既に短期大学時代から手掛けてきた「はまだ海�塾」と名

付けた市民向けの講座に学生を参加させること、鳥取県西

部地震を契機としてボランティア・サークルを組織し、学生を

派遣すること、市民の要望に応じて「棚田百選」に選定された

棚田の維持活動、石見銀山世界遺産登録に関わる活動等に

学生を派遣すること等を通して、学生と市民との交流活動を

展開してきた。現在は、これらの活動を「現代しまね学・実践」

および「総合演習」に組み込み、授業として位置づけている。

「地域連携型教育」の教育効果は非常に大きなものがあり、

学生にとっては「市民から怒られる」経験を経て人間的にも

成長する契機となっている。また、石見地方の自然・農業・歴

史に触れることで、地域への関心と責任感が芽生え、人間的

な結びつきの大切さを自覚し、授業時間以外においても多

様な市民と主体的に交流するようになってきている。

　他方で、住民だけでは対応できない課題に対して、「猫の

手」として学生を活用したがる市民団体が現れたり、固定的

な人・組織と交流することに対する批判も多くなったこともあ

り、学生の思いを受け止めてくれる人を外部にもとめて情報

発信することを考えた。行政ではとりあげない問題や、学生

の目からみた地元の姿、地元市民では気がつかない情報を

発信する方法の模索が始まった。まず、学生が取り組む棚田

での活動について「タナディアン」と銘打った季刊誌を発行

し、学生は楽しみながら2年半ほど継続したのだが、残念な

がら外部からの反響はほとんどなかった。

　次に取り組んだのがホームページの作成である。学生は

熱心に取り組み、地元新聞社は積極的に取り上げてくれた

が、やはり地元市民や行政からはほとんど反応がなかった。

補助金の対象以外に無関心な行政に目を向けてもらうため

に活動助成を得て、「大学生がつくる地域活性化サイト」とい

う名称をかかげ「石見の四つの宝」として「石見銀山」「温泉」

「農作物」「棚田」を取り上げ、石見の魅力を地域内外に発信

するツールとなっている。この活動を通じて県外の若者との

交流がうまれ、学生の励みにもなっている。このほか「大学生

がつくる銀山街道資料集」の作成にも取り組み、「自分たちの

力では情報発信ができない」、あるいは「ここは何もない地域

である」という認識の市民にかわって情報発信していくこと

の意義を再認識している。

第2報告

「プロジェクトU　若き挑戦者たちーあのすばらしい畑をもう

一度―」　塩谷弘康　福島大学行政政策学類教授

　塩谷教授からは取組み始めたばかりの地元地域との連携

協働事業の概要と、それと連動して展開している授業科目と

の関係性について詳細な報告があった。

　「プロジェクトU」とは、大学隣接地にある遊休農地の再生

事業を指す。「U」は「遊休農地」「結い」「ユニバーシティ」「ユ

ニゾン」などにかけた名称である。

福島大学は、戦前からの教育学部（現・人間発達文化学類）、

経済学部（現・経済経営学類）の歴史があり、元々は福島市内

中心部にあったが、三十数年前に現在の金谷川キャンパス

に移転、二十数年前に行政社会学部（現・行政政策学類）が、

数年前に共生システム理工学類が新設され、現在に至る。し

かしながら、この三十年に渡る歴史の中で、必ずしも地域と

の連携・協働がはかられていたとはいえず、大学は地元にと

ってはある種の迷惑施設として存在していた。他方、学生に

とっては里山である金谷川は「何もない」ところとして映って

おり、双方にとって、近くて遠い存在であった。しかし、あらた

めて地域に目を向け、ないものねだりではなく、「あるもの探

し」の視点でみてみると何物にも代えがたい豊かな自然があ

り、これを活用した事業が可能ではないかということで、てが

けられたのがこの「プロジェクトU」である。

　十年近く手つかずになっていた遊休農地を、①交流の場、

②学びの場、③憩いの場として、利活用することを通して、地

元金谷川地区と大学の連携・協働を進めていくことを目的と

している。期待される効果としては、①大学の存在意義を高

めること、②地域の活性化に寄与すること、③大学での学び

をより意義あるものにすることに整理できるが、実は地域と

の連携・協働だけでなく、学類をこえた大学内での交流がは

かられていることも大きな成果だといえる。

　教員が個人的に関係のあったいくつかの地元のグループ

との結びつきを基礎に、2009年にたちあがった「金谷川活性
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化委員会21」の協力の下、遊休農地の地主と交渉した結果、

「地元の協力を得ること」「環境にふさわしい利用とすること」

という二つの条件の下、了承をえることに成功。地元のボラン

ティアの力に大きく依存しつつも、2010年2月から開墾、圃

場整備を行い、4月末には農作業が行えるまでになった。

　「プロジェクトＵ」自体は授業科目ではない。地域連携を意

識した内容の授業としては、1年次配当の共通領域科目とし

ての「教養演習」および３・４年次配当の専門領域科目とし

ての「専門演習」において遊休農地の活用がされており、塩

谷教授は教養演習の中で「過疎・中山間地域問題」をとりあ

げ、学生に基本的な地域課題について掘り下げる機会を提

供している。ゼミでの学習とあわせて、これと連動させて2年

次以上配当の専門領域科目「学生企画科目」において、

2010年度は「水を澄ませば～虫もいねぇ、草もそれほど茂っ

てねぇ、おらビオトープつくるだ～」を設定した。学生企画科

目とは、学生が自主的・主体的にたちあげる科目をいい、学

生が集団を形成して、自ら課題を設定し、学内外で学習活動

・実践活動を行い、自己完結型ではなく毎年度報告会を行っ

て学習成果を還元する。また、必要に応じて予算措置を伴う

もので、学生からの企画申請書に基き、財務委員会、教務委

員会を経て教員会議に提案して授業確認を行うもので2単

位の認定を行う科目である。さらに、これらの科目と関わって

、次年度は3年次配当の専門領域科目「地域政策課題研究」

において、「里山に学ぶ、里山から考える」というテーマで学

習を深めることを計画している。

　こうした学習を経て、地域問題に関心をよせる学生たちが

自主的に組織化した学びの集団が「プロジェクトU」である。

大学が学生の自主的活動に対して助成を行う「キャンパスラ

イフ活性化事業」に採択され39万円の予算措置を得て、ビオ

トープの整備、そばの種まき、収穫と並行しての各種野菜づ

くり、水田造成を経て、秋には地元支援者との協働のもと、収

穫物を用いて大学祭に出店し交流を深めた。

　こうした一連の取組みは、学生数4000人の小規模な大学

の生き残り戦略の一環でもあるが、他方、過疎・高齢化・後継

者不足が顕在化する地域における今後の地域づくりを考え

る集団「金谷川活性化委員会21」の大学への要望に応えると

りくみでもあった。また、学生にとっては、地元住民との間で、

相互に顔の見える関係が形成され、学生の主体的な地域活

動への参加につながり、教室での授業では学べない多様な「

いのちとの関わり」を学べることの意義は大きい。それは、授

業における理論と地元の人と共に行う実践の橋渡しの役割

を担うものでもあり、その教育効果と学生の満足度は極めて

高いといえる。

第3報告

「住民と学生の共同による『まちづくり』と教育はいかにすす

んだか―住民・学生・教員・行政・社会福祉協議会の協働の

経験からー」　岡﨑祐司　佛教大学社会福祉学教授

　岡﨑教授からは、科目として単位化しているわけではな

いが、学部の教育方針とも合致した内容の地域との協働事

業について、その方法・概要について詳細な報告があった。

　佛教大学は全学在籍者約7000人、社会福祉学部は約

1200人で、学生の多くは社会福祉士、精神保健福祉士、保

育士等を取得し福祉現場をめざして学んでいる。2004年度

から4カ年で採択された社会福祉実習教育にかかわる「特

色GP」の採択を契機として、地域を基盤にしたコミュニティ・

ワーク実習を実施するなど、地域を基盤にした実践・教育に

取り組んできた。

　報告者は行政や社会福祉協議会の要請により地域福祉

活動支援に地域に入ってきた経験を重ねており、コミュニテ

ィ・ワークの推進にかかわってきた。本報告における地域協

働事業は、京都市内といっても少子化・過疎化が進む北区

小野郷小学校の休校問題をめぐり行政から相談を受けて地

域に入ったことを契機としている。

　本活動は当初から学生の教育プログラムあるいはサービ

スラーニングを意図して行ってきたのではなく、研究者とし

ての社会貢献・地域支援として関わったもので、地域福祉実

践のひとつとして地域入りが始まった。報告者を含め5名の

教員が関わっている。

　住民組織、区役所職員、京都市のまちづくりアドバイザー（

嘱託職員）、社会福祉協議会職員と大学教員が協議・検討を

重ね、住民から休耕田活用が提案され2008年に「休耕田プ

ロジェクト」を含む「小野郷へ行こう！プロジェクト」が始動す

ることとなった。本取り組みは、専門科目との連携等を有機

的に行ったのではないが、地域福祉を実践的に学びたい学

生が数多く参加している。また、この取組みが学部でも注目

され学部の３ポリシーの文言にも反映されている。

　同時に地域では、まちづくりの組織として「小野郷まちづく

り推進委員会」が設立され、この組織が大学との接点・活動

の受け皿となっていく。つまり本体である住民主体のまちづ

くりに大学教育、学生に何ができるのかという実験的取り組
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みなのである。当初からコミュニティ・ワークなのであり、住民

との信頼関係を重視した。学内での予算措置だけでなく、行

政や社協から「まちづくり推進委員会」が助成を得ることも努

力してもらった。

　学生には、教員自らが住民を前にコミュニティ・ワークを「

やってみせる」ことを重視した。住民に何をどのように伝える

のか、住民のニーズを引き出すためにどのようにワークショ

ップや調査を行うのかについて、教員の活動を通して地域

福祉のエッセンスをつかむことを意図した。

　教員とともに実践することで、学生も主体的に活動を展開

した。休耕田を利用しての餅米の田植え・稲刈り、サツマイモ

の苗植え・収穫とそれを活用しての学園祭での販売などを

住民とともに行うだけでなく、学生自身が地域に入り住民の

声を聞き、コミュニケーションをとる中で、オリジナルグッズ

を作成したり、住民たちの言葉を紡いだオリジナルソングを

創り休校中の小学校でコンサートを行ったりなどの取組み

を行ってきた。

　学生たちは、住民の思いを聴く力を醸成し、人間関係のき

びや地域で暮らすとはどういうことなのかについてリアルに

学んできた。プロジェクトが進む中で、必ずしも住民の意見

が一致しない面も現れ影響がでているが、学生たちは住民

の思いに寄り添いながら、ねばりづよく励ましつづけたこと

で住民にも大きな変化が見られた経験をした。こうしたダイ

ナミズムの中で、悩みながらも人々を支援するとはどういうこ

となのかを学んでいったのではないか。

　教育効果として何があるのか未だ明確には言語化できな

いが、少なくとも学生の可能性が開かれ、コミュニティ・ワーク

のセンスが磨かれてきたことは確かだと思う。

　取組みが始まってから3年目。まだまだこれからであり、地

域で住民主体の福祉活動には結びついていない段階であ

るが、住民も自らの言葉で地域で暮らす意義や悩みを率直

に語り、学生にさまざまなことを教えてくれるようになってき

たことは大きな変化であり、成果でもある。これ以外にも、他

出子調査などの実態調査等も実施し、調査結果を地域に帰

し今後の活動の参考にしてもらっている。

＜質疑応答＞

　午後のプログラムにおいては、まず前半の報告を受けて
フロアから出された質問についての応答を行い、後半の報

告を経て更に質疑応答を行った。

●地域に学生を送り出す場合に、挨拶、礼儀などのオリエン

　テーションあるいは文章化したガイドラインの配布などは

　おこなうのか？

井上教授：当初はマニュアル等を作成したが意味をもたない

　ことがわかった。教員が実際に手本をみせることで徐々に

　身についていく。

塩谷教授：住民の方が現場で指導、助言してくださるのが効

　果的。また、上回生が自然な形で助言することで学んでい

　っている。

岡﨑教授：こうした質問自体が意外。挨拶ができない、後片

　付けができない学生をみたことはない。３・４回生は社会

　福祉実習を経験しているので、基本的なマナーが身につ

　いているのかもしれないが、1・2回生でも挨拶、礼儀に欠

　くことはない。そのような指導は必要性を感じていない。

●活動の時間はどのように確保しているのか？本学は短大

　の為、カリキュラムが密で、実践の時間は土日あるいは夏

　休みに限られ、報告のような活発な実践活動がなかなか

　できない悩みがある。

井上教授：島根県立大学の「現代しまね学」は土曜日午前中

　に設定。大学のバスで30分ほどの田畑に行き活動。雨が

　降らない限り毎週通う。雨が続くようであれば、水曜日午後

　からの時間帯を活用して時間の確保を行う。以前は春先

　に野菜を植えていたが、夏に収穫を迎え、帰省してしまっ

　た学生が対応できずに困った経験があるので、現在は野

　菜作りをおこなっていない。

塩谷教授：移動時間のかからない場所に活動拠点があるた

　め、自動車等での移動は不要なのが利点である。大きなイ

　ベントは年に10回ほどあるが、日常的にはゼミの時間前後

　を使用したり、水撒きなどの作業は当番制で実施している。

　野菜の収穫時期という意味では、やはり夏休みにおける対

　応は課題である。

岡﨑教授：当然、忙しい。時間のやりくりに苦労している。実

　践は土日である。一月に１回は小野郷に入っているが、チ

　ームで実施しフォローアップしながら相当なエネルギーを

　割いてやっている。担当者が倒れればおしまいになるかも

　しれないが、そのくらいのエネルギーを傾けなければでき

　ないものである。休もうと思ったらできない。第
９
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●学部・学科を越えた学内での取組みや連携はなされてい

　るのか？

井上教授：公立大学法人化した際に統合した各短大でそれ

　ぞれの活動がなされていたため、それを統括するために

　地域連携推進センターをたちあげたわけであるが、なかな

　か全体を見通した取組みができていないのが現状。

塩谷教授：４つの学類があるが、最も参加が多いのは行政政

　策学類で、他の学類に取組みを広げていくのが課題であ

　る。機関紙「かたくり」での情報提供、ホームページでの広

　報等にも力をいれている。

岡﨑教授：社会福祉学部の学生の参加がほとんどであるが、

　ゼミを越えて地域に関心のある学生が集まってきている。

　コアになる学生を組織し、学生自身が授業に入って呼びか

　けたりすることで、楽しさが伝わり多くの学生が参加してく

　れるようになってきた。大学でたちあげているSNS等での

　広報も効果をみせており、徐々に学部をこえた学生の参加

　もみられるようになっている。

●学内資金や補助金は、使途の限定があると思うが、活動の

　ために学生や教員にかかる費用を賄うことはできるのか？

井上教授：備品等は大学が支弁してくれるが、ガソリン代等

　にはお金がかかる。県の資金の活用を検討したが、学生を

　対象には全く使用できない為に困っていたところ、地元・

　浜田市が学生との協働で何かとりくみをしたいとのことで、

　領収書さえあれば使途は問わないという資金を提供してく

　れることになり、学生のガソリン代等の活動補助として、こ

　の資金に希望を託している。

塩谷教授：１年目は学長の裁量経費を活用して手押し耕運

　機等を購入したが、大学の資金は、やはり使途が限定され

　るため、県の事業である集落活性化補助事業の活用を検

　討している。これは大学が単体で申請するということでは

　なく、「金谷川活性化委員会２１」が大学と協働して行うと

　いうことを前提に、現在、申請の準備を進めている。

岡﨑教授：当初は、社会福祉実習に関わってとったGPの経費

　でまかなっていたが、GP終了後は、地域を基盤とした実習

　教育の展開について、大学の附置機関である福祉教育開

　発センターで予算をつけて、移動の交通費等をまかなって

　いる。基本的には大学のバスを活用しているが、他の授業

　・事業との兼ね合いでバスが確保できない場合には、大学

　負担でタクシーで移動することもある。経費でそれほど大

　きな問題を感じたことはない。社会福祉協議会や区役所

　との連携で実施しているので、各組織が外部資金を獲得

　して活動している。

●単位化されないプログラムに学生が多数参加している理

　由は？ その地域には、年、何回くらい参加しているのか？

岡﨑教授：先に述べたように学生が楽しく活動していること

　を、他の学生に伝えている。活動の中でおいしいおにぎり

　等が食べられることも大きいかもしれない。また、地域福

　祉は講義だけではイメージがつかみにくく、実際の地域に

　入ってもっと学びたいとい気持ちが大きいのかもしれな

　い。また、大学では見られない教員が地域に入って実践し

　ている姿・場面をみるチャンスだということ、先生を良く知

　ることができるからという学生の話もある。

　　参加の頻度は様々で、主な行事にはすべて参加してお

　り一月１回は小野郷に入っている学生もいる一方で、田

　植えと稲刈りだけに参加している学生もいる。

●教養演習のテーマは各担当者にまかされているのか？予

　算が必要な場合はどのような手続きがあるのか？

塩谷教授：１回生配当の教養演習では基本的に各担当者

　がテーマ設定をおこなっている。私の場合は、自分の専門

　はさておき、社会で実際におきている問題を具体的にとり

　あげることをテーマとしている。

　　この科目については、予算が特別につくわけではなく、

　必要ならば外部資金を調達するほかはない。実際には農

　業に必要な経費等は個々の教員がポケットマネーで対応

　しているのが現状。

●それぞれの学科、各教員の専門領域との兼ね合い、棲み

　分けは？ゼミを中心に運営されている印象を受けたが、

　学生はそもそもそれを目指してゼミに所属するのか？

井上教授：本来の専門は歴史や思想史であるが、実際には

　大学院博士課程で教授するのみで、学部では専門とは別

　にこうしたゼミ運営をおこなっている。

　　今年のゼミ生には自分が農家の跡取りになりたいとい

　う女子学生が２名いる。農業経験の有無にかかわらず、
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　興味をもつ学生が集まってくるのは事実。

塩谷教授：必ずしも明確な棲み分けができているわけでは

　ない。先にも述べたとおり、自分の専門はさておいてのテ

　ーマ設定をしているため、自分の専門である法社会学との

　棲み分けを意識した運用とはなっていないのが現実。

　　ゼミ選択にあたっては、ガイダンスの際に担当教員が

　全員、学生の前でプレゼンテーションを行う。１クラス１

　５名程度を想定しているが、今回、農作業をすることをア

　ピールしようと、作業着を着て鍬と鎌をもってパフォーマ

　ンスしたところ、応募が４０名を越えたため抽選をせざる

　をえなかった。実際に自分が農業経験をもたなくとも、関

　心をもっている学生が多いことがうかがえる。

●地場産業との地域連携の事例は？

井上教授：行政が既にさまざまな取組みを行ってはいたが、

　必ずしもアピールがうまくいっているとはいえなかったた

　め、学生の目線からホームページをたちあげ、様々な地場

　産業を紹介し、広報するという方法を選んだ。

塩谷教授：地場産業との連携と言うまでには至っていない。

　野菜をつくるといっても収益・販売が目的というわけでは

　ないので、有機栽培、無農薬等、その作り方にこだわる必

　要がある。また、在来種の掘り起こしにも注目しており、こ

　この土地でしかつくれないものへのこだわりなども必要だ

　とかんがえる。

岡﨑教授：学生たちが作ったお米でヨモギもちをつくり学園

　祭で売ったところ、非常に好評だったため、住民グループ

　は京都市内で販売するようになり、その売り上げをまちづ

　くり推進委員会の活動資金にあてるようになっている。

　　次のステップとして林業に着目している。林業で栄えた

　小野郷の人達は、国内林業の衰退に伴い自信をなくして

　いる。大学と学生が外部から入り、客観的な視点から林業

　について語り、住民を励ましていくことができないかと考

　えている。また、京都は別の都市でレストランを営業して

　いるソーシャル・ファームに小野郷で作った米を卸してい

　る。これも大学が関わっていたことによる広がりだが、今後

　こうした他地域との循環システムを構築できないかと思っ

　ている。

＜後半の報告＞

　以上の質疑応答の後、後半は前半報告の補足および⑤授

業運営上の工夫、⑥今後の課題・方向性について、それぞれ

報告いただいた。報告順は午前の逆に行った。

岡﨑報告：

　最初に述べたように、この事業は地域福祉活動をおこして

いくことを目的として始まったものである。関係者と地域診断

の会議を重ねて、活動のプロセス（地域福祉活動の計画）を

練り上げてあせらず開始したという経過がある。年間を通し

て目標をたてながら進めてはいるが、まちづくりには常に紆

余曲折があり、住民自身が進めていくものでもあるので、簡単

に完成するようなものではない。

　その意味でも、学生への教育効果を結論めいたことばで表

現するのは困難である。しかし教育効果がないという意味で

はない。学生の成長を実感している。地域生活をリアルにつ

かみ、自分たちなりに分析し、活動方針をかかげるまでに成

長している。それが個々の学生の具体的な技能になっている

かどうかはまだわからないが、卒業後に福祉現場で発揮でき

る力の土台を形成しているとは思っている。

　学生自身のもっている可能性、他者に貢献することで学生

が成長していく姿は、はかりしれない。誤解をうけるかもしれ

ないが、住民と行政・専門機関とともにつくってきた活動であ

り、大学が勝手に教育目標を提示するのでははく、やりなが

ら目標になりそうなものがでてきたのである。地域でおきて

いるコンフリクトに対して学生自信が悩みながらも正面から

取組み、住民の気持ちを受け止め、励まし、確信をもってアプ

ローチするようになっていく過程をみていて、学生が地域を

変える影響力とはこういうことなのだと実感できた。教員の方

が学生の力をもっと信頼することが大切なのではないか。

　今後、こうした取組みを単位化し実習として成立させるのか

、現行のままフレキシブルな形で展開するのかについては迷

いがある。単位化することで、評価の問題、プログラム設定の

問題等々の課題に直面する。型にはめなければならない。他

方で、現状のままで維持できるのかも不安定な要素をもつ。そ

の意味で、模索中である。

塩谷報告

　所属する行政政策学類は、多様な専門を持つ教員集団に

よりきわめて幅広い専門科目で構成されていることも影響し

てか、大部分の学生は公務員志望である。明確な目的もなく
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公務員をめざすのではなく、実際の地域がどうなっているの

かについて関心を持って主体的に動ける学生を育てたいと

いうことで取り組み始めたのが、この「地域連携型教育」の試

みである。

　さて、運営上の工夫についてだが、佛教大学の事例とは異

なり行政等が関与しているのではなく、地元の任意団体と大

学との二者関係によって成り立っているため、最も重視した

のは地元との信頼関係の構築である。時間をかけて、多様な

フォーマル、インフォーマルな打ち合わせの場を重ねて徐々

に信頼関係を構築してきた。また、本事業は継続することが

大前提であり、当初から大学・学生が主体で運営していくこと

を地元の方 と々確認してきたものである。

　課題としては、①事業の継続性と予算の確保、②地元への

全面依存状態からの脱却の必要性、③特定の個人への負担

の増大、④参加者が限定的になりがちなこと、⑤授業として

の可能性の検討があげられる。

　今後の方向性としては、①ゼミ単位からサークル的な任意

組織へ見直すことで全学的なひろがりのある取組みとするこ

と、②学内外の予算の確保、③機関紙「かたくり」、専用ホーム

ページ、学内掲示、メーリングリスト等の活用を通じての双方

向の情報発信、④活動を金谷川地区全体・松川町へ展開し

ていくこと等があげられる。

井上報告

　授業運営上の工夫としては、「現代しまね学」と総合演習と

連携して実施している。内容は教員の自由裁量にまかせてい

るためフィールドの重複や移動手段としてのバスの取り合い

等がおきるため、その調整が必要となる。単位認定は出席、

活動報告書、レポートによる総合評価で行っている。

　プログラム開発における留意点としては、①研究者や大学

が主体となって学生を振り回さないようにすること、②ゼミ担

当を３年間継続することで、ゼミでの活動をつみかさねてい

けるように、また、それによって学生が成長できるようにする

こと、③長期展望を持って実施することがあげられる。

　学生指導における留意点としては、大学生ができる（集団

で行動、ホームページで情報検索、誰とでも会える、先輩後輩

で助け合う）ことと、できない（個人での行動、責任をとる、継

続する、全体を統括する）ことを把握することが必要である。

　外部組織とのコーディネート問題としては、行政の特徴（前

例主義、成果主義、手柄のみ手に入れたがる、領分を超える

ことを嫌う、大学とのつきあいがわからない）ことをふまえて

行う必要がある。また、地元の抱える特徴（地域の要望と現

状は同じでない、大学生を無償労働提供者として過度に期

待、特定の市民団体との交流に限定しがち）をふまえて、大

学として「役所の手柄」につながる企画力、長期的展望と選

択的アクションが必要となる。

　１２年にわたる実践活動から得た教訓としては、①教員が

動かなければ学生は動かない、②地域特性を把握しないネ

ットワークづくりはやめた方がいい、③役所は補助金は出す

が何もしてくれないが、役所を動かさないと何も動かない、

④自己満足の発想では役に立たない、⑤活動を継続し、蓄

積、伝達しなければならない。そして、今後の課題としては、

①担当教員・職員の育成、②交通手段の確保、③行政担当

者の育成、④学生の活動に応答してくれる市民の育成、⑤行

政との共同による産業育成、⑥外部の若者とのコラボレー

ションがあげられる。

　最後に「地域連携型教育」における大学への期待と役割

としては、①大学生の継続的な提供、②市民の不得意分野

への集中的支援、③大学生、市民、行政をコーディネートす

る力量、④長期的ビジョンの提示と牽引力、⑤外部組織との

連携体制の構築である。

○質疑応答

●今回の事例のような田畑での地域連携教育をすることで、

　農業従事者に経済的負担がかかるのでは？

井上教授；採算ベースで考えているような農地での活動で

　はないので大きな問題はない。

塩谷教授：トラクターの使用代金等の支弁や、活動日時の調

　整等で対応。

岡﨑教授：地域からの依頼で実施しているものなので問題

　はない。

●中山間地域の問題に大学がどのように寄与できるのか？

井上教授：地域活性化に直結できるわけではない。情報発

　信を行い、応答してくれる住民との連携を深め、最終的に

　は地域住民の力にゆだねていくべきなのでは。

塩谷教授：地域づくりの主体は住民自身。それに関わる学生

　は学習の主体として存在する。双方が主体として位置づく

　ことが必要。高齢化の進むまちの中に4000人近い学生が

　住んでいることを活用できればよいのではないか。現在
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　の取組みを大学生協を舞台とする地産地消のシステム構築

　に結び付け、地域の活性化にむすびつけたいと考えている。

岡﨑教授：

　主体はあくまで住民。大学にできることは、多様にある。他

　のまちづくり事例についての情報提供、地域課題整理、地

　域の要求を明らかにすることなど。また大学がかかわるこ

　とで、行政をはじめ関連機関・社会資源が地域に呼びこま

　れていくことにも意味がある。若い学生の発想・活力が地

　域にさまざまな影響を及ぼすことが可能。

●事業の継続性の担保のために組織的に何をなすべきか？

井上教授：地域連携推進センターたちあげ、着手しようとい

　う段階。

塩谷教授：それぞれの教員が地域でどのような教育・活動を

　しているのかを把握するところから始めている段階。Uプ

　ロジェクトで言えば、学生の中でそのシステムをどう構築

　するのかが課題。学生からのアプローチとしては、シニタ

　ー制度の活用がありうる。独立性の高いシニター集団を

　組織化することで、「教えるから学びへ、そして学び合いへ」

　の実践が可能となる。

岡﨑教授：本学でも他に学生・教員が地域に入っている例は

　ある。まず、その把握を進めるべき。担当教員が情報・記録

　を蓄積をしていくことも重要。学部の３ポリシーの中で地域

　との共同をうたっていることの意味は大きく、地域にかかわ

　る教育システムを立ち上げていくことは今後も可能となる。

●コンピュータ系の学部では地域貢献の方法がわからない。

井上教授：パソコンを活用できない農業従事者への指導な

　ども可能では？単位化を検討するのであれば、授業をつく

　るほかない。

塩谷教授：市民と対話をする中で自分たちに何ができるの

　かを見つけていくというスタンスが必要。地域貢献を大き

　なものと考えすぎないことも大切。大学が従来からやって

　いる公開講座であっても一種の地域貢献。最も大きなこと

　としては、学生を育て地域に戻していくことも地域貢献だ

　といえるのではないか。

岡﨑教授：過疎地域の課題は高齢者問題にとどまらない。子

　育ての問題や青年の引きこもり問題などたくさんある。大

　学だけでなんとかしよう、自分だけで考えようとするので

　はなく、地域住民、組織・団体、さまざまな人々を付き合って

　コミュニケーションして、できることを考えて行くのが重要。

＜分科会を終了して＞

　午後の質疑応答も時間いっぱいまで活発に行われた。参

加者各位は、それぞれの所属大学において、「地域連携型教

育」にとりくむ上での課題や悩みをかかえておられることが

推察された。

　本分科会における３報告を振り返り、「地域連携型教育」と

は大学のポリシー、地域のシーズ・ニーズとの関わりで、莫大

な時間とエネルギーをかけて実施されているものであること

を再認識させられた。「地域」といっても決して一様のものでは

なく、各大学組織、個々の教員との関係性もさまざまである。ま

た常にダイナミズムを伴うものである以上、その関わりに終

点はない。

　今回報告いただいた３大学におけるそれぞれの工夫や内

容にならって実践してみようとしても、うまくいくというもので

はない。また、こうすれば自動的に何かができる、といったマ

ニュアルも存在しない。他方で、学生たちは地域・地域住民の

現状に向き合い、戸惑いながらも様々な工夫をこらし、地道

に努力し続けることで大きく成長し、その成長が地域を支え

る原動力につながっている。その意味で、「地域連携型教育」

の試みというのは、学生を学びの主体として育てる方法とし

ては非常に大きな教育効果をもっているといえるであろう。

各大学・学部で取り組まれている各種の「地域連携型教育」

の取組みは、あるいは方法や形を変えながら、また担い手を

変えながらも、地域の実情と学生の学習ニーズに応じて試行

錯誤を続けていくべきものなのであろう。

第
９
分
科
会

9-10



第
９
分
科
会

9-11

島根県立大学総合政策学部 教授　　井上　厚史

島根県石見地方からの情報発信
-12年間の実践活動で考えたこと-
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福島大学行政政策学類 教授　　塩谷　弘康

プロジェクトU　若き挑戦者たち-あの素晴らしい畑をもう一度-
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佛教大学社会福祉学部社会福祉学科 教授　　岡﨑　祐司

住民と学生の共同による「まちづくり」と教育はいかにすすんだか
-住民・学生・教員・行政・社会福祉協議会の協働の経験から-
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